
報告第２５号 

 

   うるま市国民保護計画の変更の報告について 

 

 うるま市国民保護計画を次のとおり変更したので、武力攻撃事態等における国民の保

護のための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号）第３５条第８項の規定にお

いて準用する同条第６項の規定によりこれを報告する。 

  

１ 変更の理由 

国の「国民の保護に関する基本指針」の変更及び「沖縄県国民保護計画」の変更に

伴い、うるま市国民保護計画の変更をするものである。 

 

２ 主な変更内容 

（１） 警報内容の伝達方法等 

国の情報伝達システムである緊急情報ネットワークシステム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）

及び全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）の導入に伴い、これらを活用し

た情報収集及び市民への警報の伝達について記載した。 

（２） 安否情報の報告方法 

国において安否情報システムが整備されたことに伴い、沖縄県への安否情報

の報告方法を変更した。 

（３） 避難行動要支援者 

   災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）の改正に伴い、「災害時要援

護者」を「避難行動要支援者」に変更した。 

（４） 時点修正 

うるま市の組織改編、関係機関の名称変更等により、時点修正すべき内容を

変更した。 

 

令和５年１２月１日提出 

 

うるま市長 中村 正人  


































































